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平成２１年度普通会計の決算状況平成２１年度普通会計の決算状況

歳出 3,568億円歳入 3,580億円

平成２１年度普通会計の決算状況平成２１年度普通会計の決算状況
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○実質収支は、７億１千万円の黒字
歳入 ① ３，５８０億２千万円
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翌年度 繰越す き財源 ④ 億 千万円

実質収支（③－④） ⑤ 　　　　７億１千万円



歳入の特徴歳入の特徴
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歳入構成割合の政令市比較市税収入の推移

歳入の特徴歳入の特徴

政令市平均を大幅に上回る厚い税収基盤を有
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【平成21度普通会計決算に基づく】※平成22年度は当初予算



歳出の特徴歳出の特徴

義務的経費の構成割合推移

扶助費の構成割合が増加傾向

投資的経費の推移

歳出の特徴歳出の特徴

扶助費の構成割合が増加傾向
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※普通会計ベース

※普通会計ベース



平成21年度 特別会計・企業会計決算の状況平成21年度 特別会計・企業会計決算の状況
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○特別会計 （ 単位：億円 ）

会　　　計　　　名
歳入決算額

(a)
歳出決算額

(b)
形式収支

(c): (a)-(b)
翌年度繰越財源

(d)
実質収支
(c)-(d)

平成21年度 特別会計 企業会計決算の状況平成21年度 特別会計 企業会計決算の状況

(a) (b) (c): (a) (b) (d) (c) (d)

国民健康保険事業 757 832 △ 75 0 △ 75

老人保健医療事業 2 2 0 0 0

介護保険事業 396 394 2 0 2

後期高齢者医療 63 63 0 0 0

福 資金貸 事 3 2 1 0 1母子寡婦福祉資金貸付事業 3 2 1 0 1

霊園事業 6 6 0 0 0

農業集落排水事業 5 5 0 0 0

競輪事業 152 152 0 0 0

中央卸売市場事業 10 10 0 0 0

都市計画土地区画整理事業 5 5 0 0 0

市街地再開発事業 24 24 0 0 0

動物公園事業 12 12 0 0 0

公共用地取得事業 33 33 0 0 0

学校給食センター事業 21 21 0 0 0学校給食センター事業 21 21 0 0 0

公債管理 1,581 1,581 0 0 0

計 3,070 3,143 △ 72 0 △ 72

※各会計毎に表示単位未満を四捨五入しているので、合計と一致しない場合がある。

※国民健康保険の収支不足は、平成22年度からの繰上充用により対応した。

○企業会計 （ 単位：億円 ）

会　　　計　　　名 総　収　益 総　費　用 純　損　益

病院事業 168 184 0

下水道事業 363 443 5

水道事業 35 41 0水道事業 35 41 0

計 566 668 5

※各会計毎に表示単位未満を四捨五入しているので、合計と一致しない場合がある。



平成22年度当初予算 （１）平成22年度当初予算 （１）

予算編成の基本的考え方

平成22年度当初予算 （１）平成22年度当初予算 （１）

○ 市税が大幅な減収の見込（総額においても過去 大の減収見込）

○ 市債発行額の抑制の必要性

○ 子ども手当や生活保護費などの扶助費、公債費が増額の見込

○ 景気対策への的確な対応の必要性

○ さらなる経済情勢の悪化に伴い、当初見込まれた約２７０億円の収支不足が

３００億円を超える規模に拡大３００億円を超える規模に拡大

（１）あらゆる歳入確保及び大胆な事業の廃止 縮小など徹底した事務事業の見直し

予算編成の基本方針予算編成の基本方針

（１）あらゆる歳入確保及び大胆な事業の廃止・縮小など徹底した事務事業の見直し
（２）医療・介護・子育て・教育・経済の活性化など、真に市民が必要な分野に予算を

重点的に配分
（３）景気対策や雇用対策などへの取組み
（４）「子どもを産み 育てたいと思う千葉市」など 未来に向けた投資

5

（４）「子どもを産み、育てたいと思う千葉市」など、未来に向けた投資
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平成22年度当初予算 （２）平成22年度当初予算 （２）

収支不足への対応

平成22年度当初予算 （２）平成22年度当初予算 （２）

【歳入確保】 １４９億円

（１）公共料金の見直し １５億円 （国民健康保険料など）（１）公共料金の見直し １５億円 （国民健康保険料など）
（２）その他 １３４億円 （市税等徴収対策１３億円、市有地処分２１億円、

地方交付税・臨時財政対策債９９億円、県単独補
助金の確保１億円）

【歳出削減】 ８８億円

（１）事務事業の見直し △５２億円 （難病疾患見舞金、はり・きゅうマッサージ施設利
用助成など）用助成など）

（２）人件費の削減 △３６億円 （職員給与カット（３～９％）
退職手当のカット（２～３％））

【市債管理基金借入】 ３０億円 （実質公債費比率に配慮して借り入れ）【市債管理基金借入】 ３０億円 （実質公債費比率に配慮して借り入れ）

【さらなる収支不足への対応】
（１）財政調整基金取崩 ６億円
（２）予算計上の見送り △４８億円 （定年退職以外の退職手当 国民健康保険事業特別（２）予算計上の見送り △４８億円 （定年退職以外の退職手当、国民健康保険事業特別

会計の赤字繰出金）



平成22年度当初予算 （３）平成22年度当初予算 （３）

主な見直し事業

平成22年度当初予算 （３）平成22年度当初予算 （３）

見直しにあたっては、中長期の財政見通しや、少子高齢化の進展などを考慮し、手厚いサービスを一律に提供
するのではなく、真に必要としている方々へピンポイントで支援することとしました。

基本的な考え方

○ 他事業での対応が可能である事業など効果が薄れている事業

○ 数年間休止しても市民生活に影響を与えない事業

○ 各種イベントや文化事業など近い将来見直しをしなければならない事業

事業見直し

のポイント

○ 難病疾患見舞金
○ ひとり親家庭高校就学扶助 など

○ 青色防犯パ

廃 止

○ 青色防犯パトロール
○ 各種イベント

・千葉市民産業まつり
・中央公園イルミネーション
・フラワーフェスティバル など

見
直
し
の

休 止

ラ ィ な の
結
果

○ 幼稚園就園奨励費補助
○ 敬老会補助
○ はり・きゅうマッサージ施設利用助成

補助内容等の見直し
や整備の先送りなど

○ シルバー健康入浴
○ 街路・道路の整備 など

や整備の先送りなど

7
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平成22年度当初予算 （４）平成22年度当初予算 （４）

主な新規・拡充事業

平成22年度当初予算 （４）平成22年度当初予算 （４）

○ 保育所待機児童の解消 （私立保育園の整備促進（受入枠４８４人増））

事業を見直す一方、未来に希望を作るための新規・拡充事業を実施

○ 保育所待機児童の解消 （私立保育園の整備促進（受入枠４８４人増））

○ 幼稚園を活用した子育て支援 （市内幼稚園での長時間預かり保育の実施）

○ 子どもルームの整備 （１か所を増設、２か所で施設の改善）

○ 子ども医療費助成 （入院医療費の助成を中学校修了まで拡大）

○ 地域周産期母子医療体制充実 （海浜病院に地域周産期母子医療センターを設置）

○ 特別養護老人ホームの整備 （４か所を整備）

○ 介護施設介護スタッフ確保 （失業者の雇用とホームヘルパーなど資格取得支援）

○ 障害福祉サービス利用者負担軽減 （障害福祉サービス等の利用者負担の軽減を拡大）○ 障害福祉サービス利用者負担軽減 （障害福祉サービス等の利用者負担の軽減を拡大）

○ 校舎改築 （花園中学校・松ヶ丘中学校・緑町小学校を改築）

○ 学校防犯対策 （学校安全強化のため、防犯カメラを３校に設置）

○ 中小企業金融対策 （融資枠の拡大や融資メニューを創設し支援強化）

○ 科学都市戦略の推進 （市内企業と学術研究機関等との連携を深め産業基盤強化）

○ ごみ１／３削減普及啓発 （パッカー車へのラッピングや雑紙分別のPRを強化）

○ マリンスタジアム人工芝張替 （マリンスタジアム人工芝の張り替え）

○ 総合交通政策 （モノレール延伸凍結に伴い中長期的な総合的交通政策の検討）○ 総合交通政策 （モノレ ル延伸凍結に伴い中長期的な総合的交通政策の検討）

○ 区民ふれあい （区長と区民が対話する区民対話会を実施）



平成22年度当初予算 （５）平成22年度当初予算 （５）

財政規模の推移（一般会計）

平成22年度当初予算 （５）平成22年度当初予算 （５）

3,600
3,573

3,504

（単位：億円）

3,400

3,500

3,323

3,350
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3,300 3,213

3,000

3,100

Ｈ18 Ｈ19 H20 H21 H22

○ 平成２２年度予算は、約３，５０４億円
○ 平成２１年度に比べ１５４億円、４．６％の増（２年連続増）
○ 増額の主な理由は子ども手当制度の創設、生活保護費や中小企業資金融資預託金の増額

9

○ 増額の主な理由は子ども手当制度の創設、生活保護費や中小企業資金融資預託金の増額
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財政健全化プラン （１）財政健全化プラン （１）

財政健全化プランについて

財政健全化プラン （１）財政健全化プラン （１）

財政の健全化判断比率である実質公債費比率が早期健全化基準を超える可能性があるなど、
本市財政は危機的な状況に直面しているため、財政の健全化に向けた取組項目などを明示し
た「千葉市財政健全化プラン」を平成22年３月に策定しました。

本市財政の現状と課題

（億円） ※ 将来の推計に当たっては、実態とかい離した計画とならないよう
経済成長をほとんど見込まないなど 厳しめの試算としています

今後低迷が見込まれる市税収入 H11決算 1,731億円 → H25推計 1,685億円
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1 691 1 686
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1,800 

1,900  経済成長をほとんど見込まないなど、厳しめの試算としています。
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財政健全化プラン （２）財政健全化プラン （２）

（億円）

都市基盤整備に伴う市債償還費 H11決算 445億円 → H25推計 614億円

財政健全化プラン （２）財政健全化プラン （２）
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今後も増加し続ける扶助費 H11決算 334億円 → H25推計 622億円

高齢化率
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財政健全化プラン （３）財政健全化プラン （３）

大幅な収支不足が見込まれる中期財政見通し

財政健全化プラン （３）財政健全化プラン （３）
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H22～H25の収支不足合計 1,322億円



財政健全化プラン （４）財政健全化プラン （４）

財政健全化の対策

財政健全化プラン （４）財政健全化プラン （４）

①市税等の歳入確保

歳入確保対策

①人件費の削減
・定員の見直し

歳出削減対策

・徴収率の向上

・市税収入の確保

②公共料金の改定及び設定

・定員の見直し
・給与等の抑制

②市単独扶助費の見直し
③補助金の削減
④事務事業の見直し

・既存料金の改定

・無料施設の有料化や新規施設の料金設定

③その他の自主財源の確保

④事務事業の見直し
⑤その他の歳出削減
・民間機能の活用（PFI・指定管理者等）
・公営企業の経営健全化
・外郭団体改革の推進③その他の自主財源の確保 ・外郭団体改革の推進
・公共施設の管理運営の合理化

将来に向けた財政健全化への取組み

①市債発行の抑制による市債残高の圧縮 ④経常収支比率の改善
②債務負担行為設定の抑制 ⑤実質公債費比率及び将来負担比率の改善
③基金から 借入 抑制

将来に向けた財政健全化への取組み

③基金からの借入の抑制

13



14

財政健全化プラン （５）財政健全化プラン （５）

本プランの対策後の収支見通しは以下のとおりです。平成２２年度予算では、財政健全化の取組

対策取り組み後の姿

財政健全化プラン （５）財政健全化プラン （５）

みにより、約１３７億円の効果を見込みましたが、３０億円の収支不足を埋めきれず、やむを得ず
市債管理基金からの借入れで補てんしました。
また、平成２３年度以降については、３年間でなお約１０９億円の収支不足が見込まれています。

3,500 

（億円）

対策取り組み後の収支見通し財政健全化の取り組み効果額

（百万円）

3,346  3,352 

3,399 3,391  3,388 

3,427 

3,400 

歳入総額

歳出総額

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ22～Ｈ25

歳入確保対策 4,912 3,763 4,146 6,278 19,099 

3,200 

3,300 

推 推 推

歳出削減対策 8,818 13,081 16,771 20,477 59,147 

合 計 13 730 16 844 20 917 26 755 78 246

収支不足

45億円

収支不足

36億円

収支不足

28億円

H23推計 H24推計 H25推計合 計 13,730 16,844 20,917 26,755 78,246 

H23～H25の収支不足合計 109億円



財政健全化プラン （６）財政健全化プラン （６）

さらなる収支不足への対応

財政健全化プラン （６）財政健全化プラン （６）

●平成２３年度以降については、新たな取組効果が見込まれる項目も効果額を見込みました
が、約１０９億円の収支不足が解消されていません。

●やむを得ず市債管理基金からの借入れにより対応せざるを得ないことが見込まれますが、
早期健全化団体への転落を避けるには、平成２３年度から２５年度までの３年間で７０億円早期健全化団体への転落を避けるには、平成２３年度から２５年度までの３年間で７０億円
の借入れが上限と見込まれます。

●更に不足する３９億円に対しては、既存の取組みの更なる強化と新たな取組項目の掘り起
こしが必要となるなど、厳しい財政状況が続きます。

（百万円）

１０９億円への対応 実質公債費比率の見込み（基金借入 7 0 億円）

（百万円）

10,949

　基金からの借入 7,000

事務事業の更なる見直し 3 949

本プラン対策後の収支不足額合計　　ａ

対策
23.0%

24.0%

25.0%

26.0%

事務事業の更なる見直し 3,949

計　　b 10,949

0H23からH25 おける収支 足額 （b )

対策

20.0%

21.0%

22.0%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H300H23からH25における収支不足額 （b－a) H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

15
※注）平成２２年１月時点での推計値



市債発行額の推移市債発行額の推移
16

平成２０年度から将来負担の軽減を図るため、市債発行額（建設事業債等）を抑制

市債発行額の推移市債発行額の推移

25700

800

718

（億円）

207
148

104

95

22

34

36

22

19

25

600

700

496

566

669

628

579

664

51

110

207
148

114

138

21
22

46

32

400

500
455

496
473

416

462

減税
補 ん債

減収補てん債
（特例分）

475

400
434 429 445 443

541
598

89 245

200

300
臨時財政
対策債

補てん債

市債
（通常分）

281 292

210

0

100

度

※普通会計ベース

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 （年度）

（予算）



市債残高と公債費の推移市債残高と公債費の推移市債残高と公債費の推移市債残高と公債費の推移

市債残高と公債費の推移 市民一人あたりの市債残高政令市比較

1,104大阪市

公債費は増加傾向

市債残高はほぼ横ばいへ
市民一人あたりの市債残高は、約80万円

8008,000

残高
（億円）

公債費
（億円）

794

830

867

921

千葉市

京都市

北九州市

福岡市

千葉市
6 319

6,598

6,799
7,008

7,346
7,372 7,401 7,411

7007,000

701

781

787

792

仙台市

広島市

神戸市

名古屋市

5,578
5,738

5,979

6,319

574 571

603

500

600

5 000

6,000

484

525

611

615

札幌市

静岡市

川崎市

横浜市

439

484 486
476

491
502 497

512

400

500

4,000

5,000

318

345

356

414

483

さいたま市

堺市

浜松市

岡山市

新潟市

3003,000 市債残高 公債費

17

318

0 200 400 600 800 1,000 1,200

さいたま市

（千円）

※普通会計ベース

2002,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22
【平成21年度普通会計決算に基づく】(予算)



市債管理基金（減債基金）市債管理基金（減債基金）
18

市債管理基金（減債基金）市債管理基金（減債基金）

残高の推移と見込み 市場公募債等満期一括償還に備え、ルールに基づき着実に積立を行い、

償還財源を確保

1 158

1,208

1,318 1,310 1,306

1 200

1,400

(億円)

915

1,081

1,158

1,000

1,200

596

768800

304

432

596

400

600

54 50
72 83 99 105

137 147 152
175

222

304

200

0

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 (年度)

※平成22年度以降は、一定条件による積立・取崩を想定



債務負担行為債務負担行為

○債務負担行為は、学校の立替施工や公共施設の計画的な整備を図るために活用しているほか、

学校給食センターなどのＰＦＩ事業にも効果的に活用しています。

債務負担行為債務負担行為

支出予定額 億円新規設定額 億円

○財政健全化の観点から、債務負担行為活用事業の厳選を図り、設定額の抑制に取り組んでいます。

債務負担行為新規設定額と支出予定額推移（全会計）

1,216 1,244

1,381

1,400

1,600

400

450

500

支出予定額 億円新規設定額 億円

支出予定額

1,028

1,154 1,143

1,046

1,155

1,000

1,200

300

350

400

Qiball内の公

共施設整備事
業により増加

（H18 19に償

299

89
178

143
600

800

200

250

（H18、19に償
還済）

219

157

254

134 140

244新港清掃工場
長期責任型運
営維持管理
(143)

130

299

157

76 79
101

83
61

200

400

50

100

150 管理運営分

建設事業分

134 140

48

76
51

79
48

00

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22予算

建設事業分

19※管理運営分・・・ ＰＦＩ事業の運営費など通常の建設事業費以外のもの



健全化判断比率健全化判断比率
20

健全化判断比率健全化判断比率

○過去の市債の発行により、当面実質公債費比率は上昇する見込みです。

○市債の発行や債務負担行為の設定を抑制していることから 将来負担比率は減少傾向に

区 分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

（単位：％）

○市債の発行や債務負担行為の設定を抑制していることから、将来負担比率は減少傾向に
あります。

区 分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

平 成 2 1 年 度 － 0.44 21.1 306.4

平 成 2 0 年 度 － － 20.1 309.6

平 成 1 9 年 度 － － 19.6 311.6

早期健全化基準 11 25 16 25 25 0 400 0早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 400.0

財 政 再 生 基 準 20.00 40.00 35.0



公債費負担適正化計画（平成22年9月更新）公債費負担適正化計画（平成22年9月更新）

計画期間 平成２２年度から平成３３年度までの１２年間

公債費負担適正化計画（平成22年9月更新）公債費負担適正化計画（平成22年9月更新）

実質公債費比率の上昇原因＝政令市移行（平成４年度）後の都市基盤整備や景気対策などに積極的に市債を
発行したため、その償還額がピークを迎え、比率上昇の主な原因となっている。

適正化に向けた対策 ○市債発行 → 建設事業債を２１０億円に抑制（普通会計）

退職手当債は平成２２年度以降発行しない

28.0%8,000
普通会計市債残高

（ 億円 ）

実質公債費比率の見込み

7,401 7,375 7,355 7,318 7,274 7,218 7,156 7,104 7,044 7,014 6,963 6,951 6,932

24.0%

26.0%

7,000

7,500

普通会計市債残高

21.1%

21.9% 22.0% 22.1% 22.3%
22.8%

24.0% 23.9% 24.0%

22.8% 22.6%

21.8%

21.0% 20.0%

22.0%

5,500

6,000

6,500 実質公債費比率

18.0%5,000

,

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 21



外郭団体の経営状況外郭団体の経営状況

22

○外郭団体は、「外郭団体経営見直し指針」に基づき、「経営改善計画」を策定し、さらな
る経営の見直しを推進。

外郭団体の経営状況外郭団体の経営状況

外郭団体一覧 H22年3月31日現在　（百万円）

基本金 本市 本市 H21 H21 債務保証及び損

失補償契約に係設立形態 名称
（資本金） 出資額 出資率 経常損益 正味財産

千葉市国際交流協会 300 300 100.0% △ 4 318

千葉市都市整備公社 300 300 100.0% 6 1,123 39,969

千葉市文化振興財団 20 20 100.0% 30 116

千葉市勤労者福祉ｻ ﾋﾞｽｾﾝﾀ 100 83 82 9% 5 139

失補償契約に係

る債務残高
設立形態 名称

千葉市勤労者福祉ｻｰﾋ ｽｾﾝﾀｰ 100 83 82.9% 5 139

千葉市保健医療事業団 170 120 70.6% 0 175

千葉市産業振興財団 100 100 100.0% 13 138

千葉市みどりの協会 1 1 100.0% 11 202

千葉市動物公園協会 20 20 100.0% 1 114

財団法人

葉市動物 協 %

千葉市防災普及公社 200 200 100.0% 8 242

千葉市教育振興財団 215 200 93.0% 25 373

千葉市スポーツ振興財団 220 200 90.9% 92 569

千葉市土地開発公社 100 100 100.0% 49 819 16,212
その他

千葉市住宅供給公社 100 100 100.0% 4 109

千葉ショッピングセンター 50 20 40.0% 152 1,546

千葉経済開発公社 100 40 40.0% 51 1,001

千葉都市モノレール 100 91 91.4% 551 2,286

千葉マリンスタジアム 200 92 46 0% △ 62 133

株式会社

その他

千葉マリンスタジアム 200 92 46.0% △ 62 133



千葉市のポテンシャル （１）千葉市のポテンシャル （１）

○ 人口は、現在も増加傾向

全 均と 若 構成

千葉市のポテンシャル （１）千葉市のポテンシャル （１）

○ 全国平均と比べ、若い人口構成

（千人）
年齢階層別人口割合千葉市の人口の推移

16.5% 20.2%90%

100%

950

958
960

980

65歳以上

（千人）

60%

70%

80%

907

915
920

927
932

941

920

940

15歳以上

65歳未満
69.6% 66.1%

30%

40%

50%

883

890

898

907

880

900

65歳未満

13.9% 13.7%

0%

10%

20%

千葉市 全国平均840

860
15歳未満

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

※各年4月1日現在
【出典：千葉市の推計人口】 【出典：平成17年国勢調査】
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千葉市のポテンシャル （２）千葉市のポテンシャル （２）

1人当たりの市民所得は、政令市中で上位であり、安定的な税収確保が期待できます。

千葉市のポテンシャル （２）千葉市のポテンシャル （２）

（千円）

1人当たり市民所得（平成19年度）

3,629 3,565 3,545

3,286
3,200 3,165 3,160

3,400

3,600

3,800

（千円）

3,165 3,160
3,060 3,053 3,040

2,739

2,527
2,600

2,800

3,000

3,200

2,000

2,200

2,400

,

名 川 大 千 広 福 横 仙 神 京 北 札名
古
屋
市

川
崎
市

大
阪
市

千
葉
市

広
島
市

福
岡
市

横
浜
市

仙
台
市

神
戸
市

京
都
市

北
九
州
市

札
幌
市

※平成15年度以降に政令市となったさいたま市、静岡市、堺市、新潟市、浜松市、岡山市、相模原市を除く。
【出典：大都市比較統計年表】



千葉市のポテンシャル （３）千葉市のポテンシャル （３）

財政力は、政令指定都市比較でもトップクラスです。

千葉市のポテンシャル （３）千葉市のポテンシャル （３）

財政力指数政令市比較（平成21年度）

1.101 1.064 1.058 1.035 1.019 1.011 0.959 0.924 0.914 
0 861 0 847 0 822 0 810

1.000 

1.200 

0.861 0.847 0.822 0.810 0.774 0.762 0.735 0.705 0.705 0.699 

0.600 

0.800 

0 000

0.200 

0.400 

0.000 

川
崎
市

名
古
屋
市

相
模
原
市

さ
い
た
ま

千
葉
市

横
浜
市

大
阪
市

静
岡
市

浜
松
市

仙
台
市

福
岡
市

堺
市

広
島
市

岡
山
市

京
都
市

神
戸
市

新
潟
市

北
九
州
市

札
幌
市

市市ま
市

市
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魅力あるまちづくり （１）魅力あるまちづくり （１）

ＪＲ総武線千葉駅・京成千葉駅・京成千葉中央駅・ＪＲ京葉線千葉みなと駅周辺に広がる千葉市の

千葉都心の整備

魅力あるまちづくり （１）魅力あるまちづくり （１）

ＪＲ総武線千葉駅 京成千葉駅 京成千葉中央駅 ＪＲ京葉線千葉みなと駅周辺に広がる千葉市の
中心市街地です。
県内交通の要衝であり、千葉県庁、千葉市役所、国の出先機関などの行政機関や、大手企業の支

店・事務所などが集中しています。

Qiball（きぼーる）
19年度に完成した中心市街地
の新たなランドマークです。

千葉中央港地区まちづくり

JR千葉駅付近

現在、駅舎・駅ビルの建替えが進んでい
ます。（平成27年度一部開業予定）

19年度に土地区画整理事業の整

千葉駅西口地区
第二種市街地再開発

19年度に土地区画整理事業の整
備が終わり、賑わいのある親水
空間を創出するため、緑地ﾌﾟﾛﾑ
ﾅｰﾄﾞと小型客船が発着するさん
橋の整備を進めています。再開発ビル(A棟)イメージ図



魅力あるまちづくり （２）魅力あるまちづくり （２）

幕張新都心の整備

幕 を核と 際交流機能 業務機能 究開発機能 学術 商業 文 機能 ポ

魅力あるまちづくり （２）魅力あるまちづくり （２）

幕張メッセを核として、国際交流機能、業務機能、研究開発機能、学術・商業・文化機能、スポー
ツ・レクリエーション機能、住宅機能等の一体的な集積を目指しています。

タウンセンター地区 文教地区

幕 タ幕張インターナショナル
スクール

（21年4月開校）

業務研究地区

住宅地区（幕張ベイタウン）
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魅力あるまちづくり （３）魅力あるまちづくり （３）

蘇我副都心の育成・整備

魅力あるまちづくり （３）魅力あるまちづくり （３）

ＪＲ蘇我駅周辺を再開発し、千葉都心地区、幕張新都心地区と並ぶ第３の都心として発展が期待される
地区です。
業務・商業・居住系の土地利用をバランスよく配置します。

蘇我スポ ツ公園商業施設 蘇我スポーツ公園商業施設
「ハーバーシティ蘇我」

フクダ電子アリーナ
（17年10月オープン）

18年度に土地区画整理事業の整備が終了



市場公募債市場公募債

平成22年度市場公募債発行計画 630億円（個別・市民 330億円、共同 300億円）

市場公募債市場公募債

平成22年度　市場公募債発行計画 （億円）

発行月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

個別債 200 100 300

[起債運営の基本方針]
・発行ロットの確保（個別債は、借換えも

含め年200～500億円規模で発行）

・安定的な資金調達（格付けの取得やＩＲ
市民債 30 30

共同発行債 50 80 70 50 50 300

市場公募債発行推移（共同発行債を除く）

・安定的な資金調達（格付けの取得やＩＲ
活動の充実）

市場公募債の発行推移

300600

700

800
（億円）

発行年月 償還期間 発行額 表面金利 発行価格

H22年4月 5年 200億円 0.61% 99.98円

H21年5月 10年 100億円 1.56% 99.96円

H21年4月 10年 200億円 1.59% 99.98円 市民債

共同発行債

50

30

30 30

300 300

300

300 400

300

300

400

500

H20年11月 10年 100億円 1.73% 99.97円

H20年4月 10年 250億円 1.55% 99.94円

住民参加型市場公募債（ちば市民債）

発行年月 償還期間 発行額 表面金利 発行価格

個別債

200 200 200 200 200

100

400
350

300 300

50 50

50

30 30

200

300

100

200

300
発行年月 償還期間 発行額 表面金利 発行価格

H22年11月 5年 30億円 － －

H21年11月 5年 30億円 0.82% 100円

H20年12月 5年 30億円 1.02% 100円

H19年11月 5年 50億円 1.24% 100円

30
0

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

H18年11月 5年 50億円 1.36% 100円
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格付け格付け

Ａ＋ アウトルック：安定的（スタンダード・アンド・プアーズ社）

格付け格付け

○格付けが「Ａ＋」である理由

（１）強固な自主財源基盤を有している

（平成１９年度から依頼格付けを取得）

（１）強固な自主財源基盤を有している。

一方、市税等の徴収率が他の政令指定都市よりも低い水準にあることが課題。

（２）政令指定都市移行後、活発に進めてきた投資が重い債務負担となっている。

（３）平成２０年度予算から投資的経費を大幅に抑制して財政健全化 取り組んでおり（３）平成２０年度予算から投資的経費を大幅に抑制して財政健全化へ取り組んでおり、

中長期的には投資的活動後の収支が改善される見込み。

○ ウト クが「安定的 ある理由○アウトルックが「安定的」である理由

（１）税収の伸び悩みが予想され、財務改善のペースが想定よりも遅れる見込みのため。

（２）投資的経費の削減を通じて財政健全化が図られる見込みであること。

→債務返済能力は維持できると考えられる。

市税等の徴収率の向上、市債発行の抑制などに取組み、一層の財政健全化を目指します。




